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規規 則則

宮崎県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年３月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第19号

宮崎県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例施行規則の一部を改正する規則

宮崎県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例施行規則（昭和60年宮崎県規則第51号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（登録申請書の添付書類）

第４条 ［略］

２ ［略］

３ 条例第４条第２項第３号の規則で定める書類又は図面は、次に

掲げるものとする。

（１） 申請者の住民票の抄本（法人にあっては、その登記事項証

明書）

（２）～（８） ［略］

（変更の届出）

第９条 ［略］

２ 前項の場合において、変更した事項が次の各号に掲げるもので

あるときは、当該各号に掲げる書類を浄化槽保守点検業者登録事

項変更届出書に添付しなければならない。

（１）～（３） ［略］

（４） 条例第４条第１項第５号に掲げる事項 変更事項の生じた

（登録申請書の添付書類）

第４条 ［略］

２ ［略］

３ 条例第４条第２項第３号の規則で定める書類又は図面は、次に

掲げるものとする。

（１） 申請者（申請者が浄化槽保守点検業に係る営業に関し成年

者と同一の行為能力を有しない未成年者である場合のその法定

代理人を含む。次号において同じ。）が法人である場合にあっ

ては、登記事項証明書

（２） 申請者が個人である場合にあっては、申請者の住民票の抄

本

（３）～（９） ［略］

（変更の届出）

第９条 ［略］

２ 前項の場合において、変更した事項が次の各号に掲げるもので

あるときは、当該各号に掲げる書類を浄化槽保守点検業者登録事

項変更届出書に添付しなければならない。

（１）～（３） ［略］

（４） 条例第４条第１項第４号に掲げる事項（浄化槽保守点検業

に係る営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者

が届け出ようとする場合に限る。） その法定代理人の条例第

４条第２項第１号に規定する誓約書及び住民票の抄本（法人に

あっては、登記事項証明書）

（５） 条例第４条第１項第６号に掲げる事項 変更事項の生じた
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浄化槽管理士の浄化槽管理士免状の写し

別記

様式第１号（第３条関係）

［略］

［略］

様式第２号（第４条関係）

［略］

私は、宮崎県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例第６条第１

項第１号から第６号までの規定のいずれにも該当しない者であるこ

とを誓約します。

様式第４号（第５条関係）

［略］

浄化槽管理士の浄化槽管理士免状の写し

別記

様式第１号（第３条関係）

［略］

［略］

様式第２号（第４条関係）

［略］

本 人

申請者 法人の役員 は、宮崎県浄化槽保守点検業者の登録

法定代理人

に関する条例第６条第１項第１号から第６号までの規定のいずれに

も該当しない者であることを誓約します。

（注）不要の文字は、抹消すること。

様式第４号（第５条関係）

［略］

［略］

［略］条 第 浄

例 六 化

第 号 槽

四 に 管

条 規 理

第 定 士

一 す

項 る

［略］条 第 浄

例 七 化

第 号 槽

四 に 清

条 規 掃

第 定 業

一 す 者

項 る

氏 名

（法人にあっては、

その名称並びに代表

者及び役員の氏名）

未 合 氏

成 の 名

年 法 及

者 定 び

で 代 住

あ 理 所

る 人

場 の

郵便番号（ － ）

（電話） －（ ）－

住 所

（法人にあっては、

その主たる事務所の

所在地）

［略］

［略］条 第 浄

例 五 化

第 号 槽

四 に 管

条 規 理

第 定 士

一 す

項 る

［略］条 第 浄

例 六 化

第 号 槽

四 に 清

条 規 掃

第 定 業

一 す 者

項 る

［略］

［略］浄

化

槽

保

守

点

検

業

者

住所（法人にあっては、その主たる事務所の所在地

） 郵便番号（ － ）

（電話） －（ ）－

未成年者である場合

法定代理人の氏名（法人にあっては、その名称並び

に代表者及び役員の氏名）

法定代理人の住所（法人にあっては、その主たる事

務所の所在地） 郵便番号（ － ）

（電話） －（ ）－

［略］

［略］

［略］浄

化

槽

保

守

点

検

業

者

住所（法人にあっては、その主たる事務所の所在地

） 郵便番号（ － ）

（電話） －（ ）－

［略］

［略］［略］
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附 則

この規則は、平成24年４月１日から施行する。

平成 24年 ３ 月 29日（木曜日） 号外 第 17号

害 3害

様式第６号（第８条関係）

［略］

［略］

様式第６号（第８条関係）

［略］

［略］

［略］条 規

例 定

第 す

四 る

条 浄

第 化

一 槽

項 管

第 理

六 士

号

に

条 規

例 定

第 す

四 る

条 浄

第 化

一 槽

項 清

第 掃

七 業

号 者

に

［略］条 規

例 定

第 す

四 る

条 浄

第 化

一 槽

項 管

第 理

五 士

号

に

条 規

例 定

第 す

四 る

条 浄

第 化

一 槽

項 清

第 掃

六 業

号 者

に

［略］

［略］条 第 浄

例 六 化

第 号 槽

四 に 管

条 規 理

第 定 士

一 す

項 る

［略］条 第 浄

例 七 化

第 号 槽

四 に 清

条 規 掃

第 定 業

一 す 者

項 る

氏 名

（法人にあっては、

その名称並びに代表

者及び役員の氏名）

未 合 氏

成 の 名

年 法 及

者 定 び

で 代 住

あ 理 所

る 人

場 の

郵便番号（ － ）

（電話） －（ ）－

住 所

（法人にあっては、

その主たる事務所の

所在地）

［略］

［略］条 第 浄

例 五 化

第 号 槽

四 に 管

条 規 理

第 定 士

一 す

項 る

［略］条 第 浄

例 六 化

第 号 槽

四 に 清

条 規 掃

第 定 業

一 す 者

項 る
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宮崎県立自然公園条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年３月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第20号

宮崎県立自然公園条例施行規則の一部を改正する規則

宮崎県立自然公園条例施行規則（昭和52年宮崎県規則第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

平成 24年 ３ 月 29日（木曜日） 号外 第 17号

害 4害

改正後改正前

（公園事業の執行の同意又は認可）

第４条 条例第７条第２項の同意又は同条第３項の認可は、公園施

設ごとに同意を得、又は認可を受けるものとする。

（執行の同意又は認可の申請）

第５条 条例第７条第２項又は第３項の規定により公園事業の執行

の同意を得ようとする者又は認可を受けようとする者は、別記様

式第１号による申請書を知事に提出して行うものとする。

２・３ ［略］

（変更の同意又は認可を要しない軽微な変更）

第６条 ［略］

（公園事業の内容の変更の同意又は認可の申請）

第７条 条例第７条第７項の規定による公園事業の変更の同意又は

認可の申請は、別記様式第２号による申請書を提出して行うもの

とする。

２ ［略］

（変更の同意又は認可を要しない軽微な変更の届出）

第８条 ［略］

（承継の同意又は承認の申請）

第９条 条例第９条第１項の規定による承継の同意又は承認の申請

は、別記様式第４号による申請書に次の各号に掲げる書類を添え

て提出するものとする。

（１）～（３） ［略］

２ ［略］

（同意又は認可の失効の届出）

第11条 ［略］

（特別地域内における許可又は届出を要しない行為）

第19条 条例第18条第８項第４号に規定する知事が定める行為は、

次に掲げるものとする。

（１）～（35） ［略］

（36） 自然公園の区域のうち鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関す

る法律（平成14年法律第88号）第28条第１項の規定に基づき環

境大臣が指定する鳥獣保護区（以下「国指定鳥獣保護区」とい

う。）内において、同法第28条の２第３項の規定により知事が

環境大臣に協議し、その同意を得た保全事業として木竹を損傷

すること。

（37） 自然公園の区域のうち鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関す

る法律第28条第１項の規定に基づき知事が指定する鳥獣保護区

（以下「県指定鳥獣保護区」という。）内において、同法第28

条の２第１項の規定により県が行う保全事業又は同条第３項の

規定により知事に協議し、その同意を得た保全事業として木竹

を損傷すること。

（38） 環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関す

る法律（平成15年法律第 130号）第２条第３項に規定する環境

教育を行うために必要な範囲内で木竹を損傷すること。

（公園事業の執行の協議又は認可）

第４条 条例第７条第２項の協議又は同条第３項の認可は、公園施

設ごとに協議し、又は認可を受けるものとする。

（執行の協議又は認可の申請）

第５条 条例第７条第２項又は第３項の規定により公園事業の執行

の協議をしようとする者又は認可を受けようとする者は、別記様

式第１号による協議書又は申請書を知事に提出して行うものとす

る。

２・３ ［略］

（変更の協議又は認可を要しない軽微な変更）

第６条 ［略］

（公園事業の内容の変更の協議又は認可の申請）

第７条 条例第７条第７項の規定による公園事業の変更の協議又は

認可の申請は、別記様式第２号による協議書又は申請書を提出し

て行うものとする。

２ ［略］

（変更の協議又は認可を要しない軽微な変更の届出）

第８条 ［略］

（承継の協議又は承認の申請）

第９条 条例第９条第１項の規定による承継の協議又は承認の申請

は、別記様式第４号による協議書又は申請書に次の各号に掲げる

書類を添えて提出するものとする。

（１）～（３） ［略］

２ ［略］

（認可の失効の届出）

第11条 ［略］

（特別地域内における許可又は届出を要しない行為）

第19条 条例第18条第８項第４号に規定する知事が定める行為は、

次に掲げるものとする。

（１）～（35） ［略］

（36） 自然公園の区域のうち鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関す

る法律（平成14年法律第88号）第28条第１項の規定に基づき環

境大臣が指定する鳥獣保護区（以下「国指定鳥獣保護区」とい

う。）内において、同法第28条の２第３項の規定により知事が

環境大臣に協議しその同意を得た、又は協議した保全事業とし

て木竹を損傷すること。

（37） 自然公園の区域のうち鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関す

る法律第28条第１項の規定に基づき知事が指定する鳥獣保護区

（以下「県指定鳥獣保護区」という。）内において、同法第28

条の２第１項の規定により県が行う保全事業又は同条第４項の

規定により知事に協議しその同意を得た、又は協議した保全事

業として木竹を損傷すること。

（38） 環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律（平

成15年法律第 130号）第２条第３項に規定する環境教育を行う

ために必要な範囲内で木竹を損傷すること。
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（39） ［略］

（40） 国又は地方公共団体が法令に基づきその任務とされている

遭難者を救助するための業務（当該業務及び非常災害に対処す

るための業務に係る訓練を含む。）、犯罪の予防又は捜査その

他の公共の秩序を維持するための業務その他これらに類する行

為を行うために必要な範囲内で木竹を損傷すること。

（41）～（81） ［略］

（82） 自然公園の区域のうち国指定鳥獣保護区内において、鳥獣

の保護及び狩猟の適正化に関する法律第28条の２第３項の規定

により知事が環境大臣に協議し、その同意を得た保全事業とし

て鳥獣を捕獲し、若しくは殺傷し、又はそれらの卵を採取し、

若しくは損傷すること。

（83）・（84） ［略］

（85） 自然公園の区域のうち県指定鳥獣保護区内において、鳥獣

の保護及び狩猟の適正化に関する法律第28条の２第１項の規定

により県が行う保全事業又は同条第４項の規定により知事に協

議し、その同意を得た保全事業として鳥獣を捕獲し、若しくは

殺傷し、又はそれらの卵を採取し、若しくは損傷すること。

（86）～（124）［略］

（自然公園における生態系維持回復事業の認定）

第38条 国及び市町村以外の者が、条例第35条第３項の認定を受け

る場合は、次の各号に該当することについて、知事の認定を受け

るものとする。

（１） その者が次のいずれにも該当しないこと。

ア ［略］

イ この条例の規定により刑に処せられ、その執行を終わり、

又は執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経

過しない者

（２）・（３） ［略］

別記

様式第１号（第５条関係）

公園事業執行同意（認可）申請書

［略］

［略］

様式第２号（第７条関係）

公園事業の内容の変更の同意（認可）申請書

［略］

公園事業の執行の同意を得た（認可を受けた）内容を変更した

いので、宮崎県立自然公園条例施行規則第７条第７項の規定によ

り、次のとおり協議（申請）します。

［略］

様式第３号（第８条関係）

［略］

（39） ［略］

（40） 国又は地方公共団体が法令に基づきその任務とされている

遭難者を救助するための業務（当該業務及び非常災害に対処す

るための業務に係る訓練を含む。）、犯罪の予防又は捜査その

他の公共の秩序を維持するための業務その他これらに類する業

務を行うために必要な範囲内で木竹を損傷すること。

（41）～（81） ［略］

（82） 自然公園の区域のうち国指定鳥獣保護区内において、鳥獣

の保護及び狩猟の適正化に関する法律第28条の２第３項の規定

により知事が環境大臣に協議しその同意を得た、又は協議した

保全事業として鳥獣を捕獲し、若しくは殺傷し、又はそれらの

卵を採取し、若しくは損傷すること。

（83）・（84） ［略］

（85） 自然公園の区域のうち県指定鳥獣保護区内において、鳥獣

の保護及び狩猟の適正化に関する法律第28条の２第１項の規定

により県が行う保全事業又は同条第４項の規定により知事に協

議しその同意を得た、又は協議した保全事業として鳥獣を捕獲

し、若しくは殺傷し、又はそれらの卵を採取し、若しくは損傷

すること。

（86）～（124）［略］

（自然公園における生態系維持回復事業の認定）

第38条 国及び市町村以外の者が、条例第35条第３項の認定を受け

る場合は、次の各号に該当することについて、知事の認定を受け

るものとする。

（１） その者が次のいずれにも該当しないこと。

ア ［略］

イ 条例の規定により刑に処せられ、その執行を終わり、又は

執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経過し

ない者

（２）・（３） ［略］

別記

様式第１号（第５条関係）

公園事業執行協議書（認可申請書）

［略］

［略］

様式第２号（第７条関係）

公園事業の内容の変更の協議書（認可申請書）

［略］

公園事業の執行の協議をした（認可を受けた）内容を変更した

いので、宮崎県立自然公園条例第７条第７項の規定により、次の

とおり協議（申請）します。

［略］

様式第３号（第８条関係）

［略］

［略］

年 月 日着手

年 月 日完了

工事施工の予定期

間

［略］

［略］

認可を受けてから 日以内に着手

着手してから 日以内に完了

工事施工の予定期

間

［略］

［略］

［略］執行の同意を得た

（認可を受けた）

年月日及び番号

［略］

［略］

［略］執行の協議をした

（認可を受けた）

年月日及び番号

［略］

［略］ ［略］



宮 崎 県 公 報

附 則

この規則は、平成24年４月１日から施行する。

うなぎ稚魚の取扱いに関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年３月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第21号

うなぎ稚魚の取扱いに関する条例施行規則の一部を改正する規則

うなぎ稚魚の取扱いに関する条例施行規則（平成７年宮崎県規則第48号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

平成 24年 ３ 月 29日（木曜日） 号外 第 17号

害 6害

［略］

様式第４号（第９条関係）

法人の合併（分割）による公園事業の承継同意（承認）申請書

［略］

［略］

様式第６号（第10条関係）

［略］

［略］

様式第７号（第11条関係）

公園事業の執行同意（認可）失効届

［略］

自然公園の事業執行の同意（認可）を失効したため、宮崎県立

自然公園条例第11条第２項の規定により、次のとおり届け出ます

。

［略］

［略］

様式第４号（第９条関係）

法人の合併（分割）による公園事業の承継協議書（承認申請書）

［略］

［略］

様式第６号（第10条関係）

［略］

［略］

様式第７号（第11条関係）

公園事業の執行認可失効届

［略］

自然公園の事業執行の認可を失効したため、宮崎県立自然公園

条例第11条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。

［略］

［略］執行の同意又は認

可を受けた年月日

及び番号

［略］

［略］執行の協議をした

（認可を受けた）

年月日及び番号

［略］

［略］

［略］執行の同意を得た

（承認を受けた）

年月日及び番号

［略］

［略］

［略］執行の協議をした

（認可を受けた）

年月日及び番号

［略］

［略］

［略］執行の同意を得た

（認可を受けた）

年月日及び番号

［略］

［略］

［略］執行の認可を受け

た年月日及び番号

［略］

改正後改正前

（新規登録の申請）

第３条 ［略］

２ 条例第４条第３項の規則で定める書類は、事業計画書（別記様

式第４号）及び次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に

掲げる書類とする。

（１） ［略］

（２） 申請者が個人である場合 次に掲げる書類

ア～エ ［略］

オ 営業に関し成年者と同一の能力を有しない未成年者にあっ

（新規登録の申請）

第３条 ［略］

２ 条例第４条第３項の規則で定める書類は、事業計画書（別記様

式第４号）及び次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に

掲げる書類とする。

（１） ［略］

（２） 申請者が個人である場合 次に掲げる書類

ア～エ ［略］

オ 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者に

［略］

［略］執行の同意を得た

（認可を受けた）

年月日及び番号

［略］

［略］

［略］執行の協議をした

（認可を受けた）

年月日及び番号

［略］
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別記様式第３号を次のように改める。

平成 24年 ３ 月 29日（木曜日） 号外 第 17号

害 7害

ては、その法定代理人の履歴書（別記様式第５号）及び住民

票の抄本

カ 営業に関し成年者と同一の能力を有する未成年者にあって

は、申請に係る行為に関して法定代理人の許可を受けたこと

を証する書面

キ・ク ［略］

（法定代理人の変更届）

第13条 登録者（営業に関し成年者と同一の能力を有しない未成年

者に限る。）は、その法定代理人に変更があったときは、法定代

理人変更届出書（別記様式第18号）に次に掲げる書類を添えて、

知事に提出しなければならない。

（１）・（２） ［略］

あっては、その法定代理人の履歴書（別記様式第５号）及び

住民票の抄本（法定代理人が法人である場合においては、定

款、登記事項証明書、役員の履歴書（別記様式第５号）、役

員の住民票の抄本並びに最近の事業年度における貸借対照表

及び損益計算書）

カ 営業に関し成年者と同一の行為能力を有する未成年者にあ

っては、申請に係る行為に関して法定代理人の許可を受けた

ことを証する書面

キ・ク ［略］

（法定代理人の変更届）

第13条 登録者（営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未

成年者に限る。）は、その法定代理人に変更があったときは、法

定代理人変更届出書（別記様式第18号）に次に掲げる書類を添え

て、知事に提出しなければならない。

（１）・（２） ［略］

（３） 法定代理人が法人である場合においては、定款、登記事項

証明書、役員の履歴書（別記様式第５号）、役員の住民票の抄

本並びに最近の事業年度における貸借対照表及び損益計算書



宮 崎 県 公 報平成 24年 ３ 月 29日（木曜日） 号外 第 17号

害 8害



宮 崎 県 公 報 平成 24年 ３ 月 29日（木曜日） 号外 第 17号

害 9害



宮 崎 県 公 報
別記様式第10号を次のように改める。

平成 24年 ３ 月 29日（木曜日） 号外 第 17号

害 10害



宮 崎 県 公 報 平成 24年 ３ 月 29日（木曜日） 号外 第 17号

害 11害



宮 崎 県 公 報
別記様式第18号を次のように改める。

平成 24年 ３ 月 29日（木曜日） 号外 第 17号

害 12害



宮 崎 県 公 報
附 則

この規則は、平成24年４月１日から施行する。

公有地の拡大の推進に関する法律施行令第４条ただし書の規模を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年３月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第22号

公有地の拡大の推進に関する法律施行令第４条ただし書の規模を定める規則の一部を改正する規則

公有地の拡大の推進に関する法律施行令第４条ただし書の規模を定める規則（平成15年宮崎県規則第８号）の一部を次のように改正する

。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成24年４月１日から施行する。

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年３月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第23号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行細則の一部を改正する規則

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行細則（平成16年宮崎県規則第29号）の一部を次のように改正する

。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別記様式第１号を次のように改める。

平成 24年 ３ 月 29日（木曜日） 号外 第 17号

害 13害

改正後改正前

公有地の拡大の推進に関する法律施行令（昭和47年政令第 284号

）第４条ただし書の規定により知事が定める規模は、都市計画法（

昭和43年法律第 100号）第５条第１項又は第４項の規定により都市

計画区域が指定された町村の区域については 100平方メートルとす

る。

公有地の拡大の推進に関する法律施行令（昭和47年政令第 284号

）第４条ただし書の規定により知事が定める規模は、都市計画法（

昭和43年法律第 100号）第５条第１項又は第４項の規定により都市

計画区域が指定された市町村の区域については 100平方メートルと

する。

改正後改正前

（身分証明書）

第２条 法第５条第５項（法第21条第２項及び第28条第２項におい

て準用する場合を含む。）の証明書は、身分証明書（別記様式第

１号）によるものとする。

（身分証明書）

第２条 法第５条第５項（法第21条第２項において準用する場合を

含む。）の証明書は、身分証明書（別記様式第１号）によるもの

とする。



宮 崎 県 公 報平成 24年 ３ 月 29日（木曜日） 号外 第 17号

害 14害
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年３月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第24号

宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則

宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例施行規則（平成９年宮崎県規則第53号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

平成 24年 ３ 月 29日（木曜日） 号外 第 17号

害 15害

改正後改正前

（入居の申込み）

第２条 ［略］

（入居者資格）

第２条の２ 条例第５条及び第49条の規則で定める者は、次の各号

のいずれかに該当する者とする。ただし、身体上又は精神上著し

い障害があるために常時の介護を必要とし、かつ、居宅において

これを受けることができず、又は受けることが困難であると認め

られる者を除く。

（１） 60歳以上の者

（２） 障害者基本法（昭和45年法律第84号）第２条第１号に規定

する障害者で、その障害の程度が、身体障害にあっては身体障

害者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15号）別表第５号の

１級から４級までのいずれかに該当する程度、精神障害（知的

障害を除く。以下同じ。）にあっては精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律施行令（昭和25年政令第 155号）第６条第３

項に規定する１級から３級までのいずれかに該当する程度、知

的障害にあってはこの号に規定する精神障害の程度に相当する

程度であるもの

（３） 戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第 168号）第２条第１

項に規定する戦傷病者でその障害の程度が恩給法（大正12年法

律第48号）別表第１号表ノ２の特別項症から第６項症まで又は

同法別表第１号表ノ３の第１款症であるもの

（４） 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律

第 117号）第11条第１項の規定による厚生労働大臣の認定を受

けている者

（５） 生活保護法（昭和25年法律第 144号）第６条第１項に規定

する被保護者又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14

条第１項に規定する支援給付（中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正す

る法律（平成19年法律第 127号）附則第４条第１項に規定する

支援給付を含む。）を受けている者

（６） 海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して５年

を経過していないもの

（７） ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関す

る法律（平成13年法律第63号）第２条に規定するハンセン病療

養所入所者等

（８） 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（

平成13年法律第31号）第１条第２項に規定する被害者で、同法

第３条第３項第３号の規定による一時保護若しくは同法第５条

の規定による保護が終了した日から起算して５年を経過してい

ない者又は同法第10条第１項の規定により裁判所がした命令の

申立てを行った者で当該命令がその効力を生じた日から起算し

（入居の申込み）

第２条 ［略］
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成24年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 昭和31年４月１日前に生まれた者は、改正後の第２条の２の規定の適用については、同条第１項第１号に該当する者とみなす。

宮崎県収入証紙条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年３月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第25号

宮崎県収入証紙条例施行規則の一部を改正する規則

宮崎県収入証紙条例施行規則（昭和39年宮崎県規則第11号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

平成 24年 ３ 月 29日（木曜日） 号外 第 17号

害 16害

て５年を経過していないもの

２ 知事は、入居の申込みをした者が前項ただし書に規定する者に

該当するかどうかを判断しようとする場合において必要があると

認めるときは、当該職員をして、当該入居の申込みをした者に面

接させ、その心身の状況、受けることができる介護の内容その他

必要な事項について調査させるものとする。

３ 知事は、入居の申込みをした者が第１項ただし書に規定する者

に該当するかどうかを判断しようとする場合において必要がある

と認めるときは、市町村に意見を求めるものとする。

（入居者資格の特例）

第２条の３ 条例第６条第４項の規則で定める地域は、次に掲げる

地域とする。

（１） 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第２

条第１項に規定する過疎地域

（２） 山村振興法（昭和40年法律第64号）第７条第１項の規定に

より指定された振興山村の区域の全部又は一部を含む市町村の

区域

（３） 半島振興法（昭和60年法律第63号）第２条第１項の規定に

より指定された半島振興対策実施地域の全部又は一部を含む市

町村の区域

改正後改正前

別表第１（第３条関係）

［略］

２ 使用料及び手数料徴収条例（平成12年宮崎県条例第９号）に

基づく使用料又は手数料のうち、次に掲げるもの

（１） ［略］

（２） 看護大学体育施設使用料

（３）～（197）［略］

（198）主任介護支援専門員フォローアップ研修手数料

（199）認定特定行為業務従事者認定証交付手数料

（200）喀痰吸引等研修手数料

（201）特定行為業務の事業者登録手数料

（202）～（247） ［略］

（248）ふぐ処理営業認証書交付手数料

（249）ふぐ処理営業認証書の再交付又は書換え手数料

（250）～（543） ［略］

（544）特定非営利活動法人の事業報告書等の写しの交付手数料

（545）［略］

３ 教育関係使用料及び手数料徴収条例（平成13年宮崎県条例第

23号）に基づく使用料又は手数料のうち、次に掲げるもの

（１）・（２） ［略］

別表第１（第３条関係）

［略］

２ 使用料及び手数料徴収条例（平成12年宮崎県条例第９号）に

基づく使用料又は手数料のうち、次に掲げるもの

（１） ［略］

（２） 看護大学体育施設照明施設使用料

（３）～（197）［略］

（198）～（243） ［略］

（244）～（537） ［略］

（538）［略］

３ 教育関係使用料及び手数料徴収条例（平成13年宮崎県条例第

23号）に基づく使用料又は手数料のうち、次に掲げるもの

（１）・（２） ［略］
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この規則は、平成24年４月１日から施行する。

平成 24年 ３ 月 29日（木曜日） 号外 第 17号

害 17害

（３） 体育館使用料（教育関係の公の施設に関する条例（昭和

39年宮崎県条例第36号）第４条の規定により宮崎県体育館

の管理を指定管理者に行わせる場合において、当該指定管

理者に体育館使用料の徴収の事務を委託するときを除く。

）

（４） ライフル射撃競技場使用料（教育関係の公の施設に関す

る条例第４条の規定により宮崎県ライフル射撃競技場の管

理を指定管理者に行わせる場合において、当該指定管理者

にライフル射撃競技場使用料の徴収の事務を委託するとき

を除く。）

（５）～（14） ［略］

４ 警察関係使用料及び手数料徴収条例（平成12年宮崎県条例第

40号）に基づく使用料又は手数料のうち、次に掲げるもの

（１）～（95） ［略］

（96） 運転経歴証明書再交付手数料

（97）～（105）［略］

［略］

（３） 体育館使用料

（４） ライフル射撃競技場使用料

（５）～（14） ［略］

４ 警察関係使用料及び手数料徴収条例（平成12年宮崎県条例第

40号）に基づく使用料又は手数料のうち、次に掲げるもの

（１）～（95） ［略］

（96）～（104）［略］

［略］
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